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第１ 趣 旨

国民がゆとり、安らぎ、心の豊かさなどの価値観を重視するようになってきている

中で、多面的機能が発揮され、豊かな自然環境や美しい景観、伝統文化に触れ合うこ

とのできる個性的・特徴的な農村空間に対する国民の理解と期待が高まっています。

このような状況を踏まえ、農村地域における景観・自然環境の保全・形成等に向け

た地域の取組を支援し地域活性化を図るため、棚田や農業用水路の保全などによる景

観形成、動植物の調査や湿地の造成などによる自然環境の保全・再生に資する活動を

行う特定非営利活動促進法（平成10年法律第7号）第２条第２項に規定する特定非営

利活動法人（以下「ＮＰＯ法人」という。）等に対し直接支援を行う農村景観・自然

環境保全再生パイロット事業（以下「本事業」という。）を公募方式により実施する

こととし、助成対象団体を以下により募集します。

第２ 助成対象活動等

１ 助成対象活動

本事業の助成対象活動は、農村特有の良好な景観形成の促進及び農村の自然環境の

保全・再生の推進に資する活動とし、活動内容については、本事業を行おうとする団体

（以下「応募申請団体」という。）から提出された応募申請書を審査し決定するもの

とします。なお、活動の具体的な事例は農村景観・自然環境保全再生パイロット事業

公募細則（以下「公募細則」という。）に示します。

２ 活動実施地域

本事業の主な活動実施地域は、農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第

58号）第６条第１項に基づき定められた農業振興地域であって、以下のいずれかに該

当する区域とします。

(1) 景観法（平成１６年法律第１１０号）第５５条第１項に基づき定められた景観農

業振興地域整備計画の区域

(2) 田園環境整備マスタープラン（「環境との調和に配慮した農業農村整備事業等基

本要綱」（平成14年２月14日付け13農振第2512号農林水産事務次官依命通知）第１に

規定する田園環境整備マスタープランをいう。）に基づき設定された環境創造区域又

は環境配慮区域

３ 助成対象団体



助成対象団体は、次に掲げるいずれかの団体とします。

(1) ＮＰＯ法人

(2) 営利を目的としない団体であって、地方農政局長（北海道にあっては農林水産省

農村振興局長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長。以下同じ。）が審査基

準に基づき、団体の定款又は規約、財務状況、活動状況等を評価し、事業実施能力

を有すると認めたもの

４ 助成金の額

本事業の助成金の額は、百五十万円又は次の方法により算出された助成金の額のう

ち、いずれか低い金額を上限とします。

ただし、助成対象経費は、１で決定された活動に要する経費とし、助成対象団体の

通常の管理等に係る経費は対象としません。

なお、助成対象活動に要する無償労務費を助成対象経費の助成対象団体負担分とし

てみなすことができるものとします。

(1) Ａ＜Ｂ/２の場合は、Ｂ/２の金額

(2) Ｂ/２≦Ａ≦Ｂの場合は、Ａの金額

(3) Ｂ＜Ａの場合は、Ｂの金額

この方法において、Ａ及びＢは、それぞれ次の金額を表すものとします。

Ａ 無償労務費（最低賃金法（昭和34年法律第137号）第16条に基づき定められた

地域別最低賃金額に活動に要した無償労務延べ時間人数を乗じた金額）

Ｂ 助成対象経費から無償労務費を差し引いた金額

５ 助成金の会計経理

本事業の助成対象経費の経理は、独立の帳簿を設ける等の方法により、他の経理と

区別して行うこととします。

６ 応募方法

応募申請団体の代表者（以下「応募申請者」という。）は、公募細則に添付される

応募申請書に必要事項を記入し、公募細則で定める期日までに社団法人農村環境整備

センター（以下「センター」という。）へ提出して下さい。

第３ 審査等

１ 事前審査

応募申請者が提出した応募申請書については、センターが事前審査を実施します。

なお、事前審査にあたっては、必要に応じて応募申請者に対して電子メール、電話等

による問い合わせを行います。

２ 審査

地方農政局（北海道にあっては農林水産省農村振興局、沖縄県にあっては内閣府沖



縄総合事務局。以下同じ。）において、審査委員会を開催し、応募申請書を審査しま

す。この審査結果を踏まえ、地方農政局が事業採択の可否を決定します。

３ 事業採択の通知

事業採択決定後速やかに地方農政局長より事業採択された応募申請者に対して通知

します。

なお、採択されなかった場合も、結果を通知します。

４ その他

その他、応募申請に関する事項については、公募細則で定めるものとします。

第４ 事業期間

事業期間は、単年度事業とします。

第５ 事業の実施報告

助成対象者は、地方農政局長が指示する期日までに公募細則に定める活動結果報告

書をセンターに提出して下さい。

第６ 実施状況の確認

事業の実施状況の確認については、原則として活動結果報告書により行います。た

だし、必要に応じて現地でも確認を行います。

第７ 応募及び問い合わせ先

１ 応募申請書の提出先は、以下のとおりです。

社団法人農村環境整備センター

住 所：東京都中央区日本橋大伝馬町11-8 フジスタービル2F

電 話：03-5645-3671

ＦＡＸ：03-5645-3675

２ 本事業に関する問い合わせ先は、以下のとおりです。

東 北 農 政 局 地域整備課 電話(代)022-263-1111（内線：4169）

関 東 農 政 局 地域整備課 電話(代)048-600-0600（内線：3543）

北 陸 農 政 局 地域整備課 電話(代)076-263-2161（内線：3575）

東 海 農 政 局 地域整備課 電話(代)052-201-7271（内線：2664）

近 畿 農 政 局 地域整備課 電話(代)075-451-9161（内線：2555）

中 国 四 国 農 政 局 地域整備課 電話(代)086-224-4511（内線：2674）

九 州 農 政 局 地域整備課 電話(代)096-353-3561（内線：4675）

内閣府沖縄総合事務局 土地改良課 電話(代)098-866-0031（内線：83348）

農林水産省農村振興局 農地資源課 電話(代)03-3502-8111（内線：5493）


